
 

様式１ 

 

申請に対する処分に係る審査基準及び標準処理期間 

 

処 分 の 名 称 宅地造成等に関する工事の許可、変更の許可 

根拠条例･規則等名 
宅地造成及び特定盛土等規制法 

（昭和３６年法律第１９１号） 

条 項 法第１２条第２項、法第１６条第３項 

所 管 部 課 都市局都市計画部都市計画課（電話：０４８－８２９－１４２７） 

審

査

基

準 

基 準 

（未設定の場

合 は そ の 理

由） 

・ 法第１２条第２項第１号（工事の技術的基準への適合）

に関する審査基準（未設定） 

（申請実績がなく、法令の定め以上に具体的な基準を定め

ることが困難なため。） 

・ 法第１２条第２項第２号（工事主の資力及び信用）に

関する審査基準 

・ 法第１２条第２項第３号（工事施行者の能力）に関す

る審査基準 

・ 法第１２条第２項第４号（土地の所有者等の同意）に

関する審査基準 

設定等年月日 令和７年３月２８日設定    年 月 日最終改正 

標

準

処

理

期

間 

期 間 

（未設定の場

合 は そ の 理

由） 

行政庁による審査３０日 

※関係機関との協議に要する期間を除く。 

設定等年月日 令和７年３月２８日設定    年 月 日最終改正 

備 考  

 



 

宅地造成及び特定盛土等規制法第１２条第２項第２号 

（工事主の資力及び信用）に関する審査基準 

 

工事主の資力及び信用の審査は、以下により行うものとする。 

 

１ 工事主に工事を行うために必要な資力及び信用があることの審査は、許可申請時に

添付された書類で行う。 

 

２ 「工事を行うために必要な資力及び信用がある」とは、次のいずれにも該当する場合

をいう。 

⑴ 資金計画書に記載の工事費等の支出が、自己資金等の収入の合計を超えていない

こと。 

⑵ 工事主が法人の場合にあっては、前年度の法人税が完納していること。 

⑶ 工事主が法人の場合にあっては、原則として、当該許可を受けようとする工事と同

等の内容・規模の事業経歴を有していること。 

⑷ 工事主が個人の場合にあっては、前年度の所得税が完納していること。 

⑸ 工事主が、次のア～キのいずれにも該当しないこと。 

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

イ 法又は法に基づく処分に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

ウ 法第１２条又は第１６条の許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過

しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの

処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第１５条の規定による通知があっ

た日前６０日以内に当該法人の役員であった者で、当該取消しの日から５年を経

過しないものを含む。） 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない

者（以下「暴力団員等」という。） 

オ 法人であって、その役員のうちにエに該当する者があるもの 

カ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 



 

宅地造成及び特定盛土等規制法第１２条第２項第３号 

（工事施行者の能力）に関する審査基準 

 

工事施行者の能力の審査は、以下により行うものとする。 

 

１ 工事施行者に工事を完成するために必要な能力があることの審査は、許可申請時に

添付された書類で行う。 

 

２ 「工事を完成するために必要な能力がある」とは、工事施行者に工事を完遂すること

ができる技術力があることをいう。 



 

宅地造成及び特定盛土等規制法第１２条第２項第４号 

（土地の所有者等の同意）に関する審査基準 

 

工事土地所有者等の同意の審査は、以下により行うものとする。 

 

１ 工事をしようとする土地について権利を有する者の全ての同意を得ていることの審

査は、許可申請時に添付された書類で行う。 

 

２ 「工事をしようとする土地の権利を有する者の全ての同意を得ていること」とは、必

要な権利者の全ての同意証明書があることをいう。 


